
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

568,499 81,234 98.5 3 1 2

納税課長
高梨　顕彦

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 573,584 82,595 98.3

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 588,596 84,775 98.3

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7,210 60,125 8.34 4 3 3

納税課長
高梨　顕彦

□ □ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 8,625 67,250 7.80

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 9,388 76,803 8.18

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 159,534 23 5 3 4

課税課長
小島　信行

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 155,497 31

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,840 158,006 47

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3,005 2,984 99.3 3 3 3

課税課長
小島　信行

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2,844 2,802 98.5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,785 2,739 98.3

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

127,182

96,869 124,385

97,748 125,007

100,38626,796

方向性：
現状維持。適正な課税事務の執行に努める。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：税制度が複雑化し、事務量も増加する中で、申告
受付方法等の事務改善等により適正な課税に努めてい
く。また、事務効率化の観点から、平成２４年１月の新
システム導入と同時に開始したアウトソーシング（納付
書作成・封入作業等）を活用したことにより、時間外勤
務の縮減等一定の成果が得られたことから、今後も活用
し、一層の効率化に努めていく。
　なお、有効性においては、「誤り」の件数という特殊
な成果指標のため、1から5の値を逆に読み替えている。

03-02-03

自主的
課税課
市民税係

市民税・都民税
（個人）賦課事務

小平市

給付
事業

補助
事業

□

根拠
法令
等 地方税法、市税条例

27,516

1月 1日現
在 の 住 民
基 本 台 帳
登 録 者 及
び 住 民 登
録 外 の 対
象者

申 告 期 間
（2月中旬
～ 3 月 中
旬 ） 中 に
お け る 申
告 受 付 件
数 及 び 年
度 末 に お
け る 賦 課
資料件数

課 税 誤 謬
に よ る 修
正件数

1月1日現在において、市内に
住所を有する個人及び市内に
事務所・事業所又は家屋敷を
有する個人

賦課資料の収集を行い、所得内
容等を精査した者に対し5月か
ら6月に賦課決定をし納税通知
書を発送。その後に賦課資料を
入手したものについては、随時
賦課決定をするとともに7月か
ら8月に扶養否認を、8月から10
月に未申告調査を実施し賦課、
更正の決定を行った後納税通知
書を発送。

地方税法・税条例等に則った
適正な課税をする。

26,796

27,259

27,516

27,259

□ 該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

該当

1,417 8,145 9,562

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：
現状維持。適正な課税事務の執行に努める。

該当

1,469

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：毎年の業務点検等により、適正な課税に努め
ていくとともに、事務の効率化にも努めていく。

現状維持

8,365 9,834

03-02-04

課税課
市民税係

根拠
法令
等

補助
事業

法人市民税申告納
税事務

給付
事業

□

努力義務的

対象

①市内に事務所又は事業所を有する法人、
②市内に寮等を有する法人で市内に事務所
又は事業所を有しないもの及び③市内に事
務所、事業所又は寮等を有する法人でない
公益社団又は公益財団で代表者又は管理人
の定めのあるもの

市内に事務所
又は事業所を
有する法人、
市内に寮等を
有する法人で
市内に事務所
又は事業所を
有しないもの
及び市内に事
務所、事業所
又は寮等を有
する法人でな
い公益社団又
は公益財団で
代表者又は管
理人の定めの
あるものへの
申告書発送件
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

事業年度終了2ヵ月後に提出
される法人市民税の申告書を
精査し、申告納税額の調定を
行う。申告期限までに申告書
の提出がないものについては
督促するとともに、都の通知
等を基に更正決定を行った。

要綱等

要綱等

意図
地方税法・税条例等に則った
適正な税額を決定する。

小平市 東村山市

申 告 書 発
送 法 人 に
対 す る 申
告 法 人 及
び 更 正 決
定 法 人 の
割合

1,469

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,417

申 告 受 付
法 人 数 及
び 更 正 ・
決 定 法 人
数

義務的

地方税法、市税条例
1,813 1,813 8,072 9,885

有効性 効率性 達成度

□ 該当

自主的

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「債権管理条例に基
づく私債権滞納管理
体制強化」

地方税法、国税徴収法、高齢者の医療の確保に関する法律等
8,340 41 8,299 105,848 114,188

有効性 効率性 達成度

□ 該当
滞 納 整 理
件数(滞納
期 別 毎 の
件数)

東村山市

滞 納 整 理
件数(滞納
整 理 毎 の
件数)÷滞
納者数

7,635

自主的

清瀬市

該当

559

03-02-02

納税課
納税係

根拠
法令
等

補助
事業

滞納整理事務
給付
事業

□

努力義務的

対象

市税（市都民税、固定資産税・
都市計画税、軽自動車税、法人
市民税）国民健康保険税、後期
高齢者医療保険料 滞納者

市 税 滞 納
者

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

①電話・来庁による納税相談、
休日・夜間窓口開催
②文書（催告書）等による催告
③滞納処分（差押・交付要求・
公売）
④納付委託（小切手などによる
納付）
⑤財産調査・捜索の実施

要綱等

その他（　　　　　　　  ）

8,675

義務的

納税環境の整備により、滞納
発生抑制をはかる。滞納発生
後の迅速な財産調査・滞納処
分（差押等）の執行。正確な
担税力の把握により、早期の
滞納解消を目指す。小平市

要綱等

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

9,216

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：徴収率の向上及び滞納者数の減少に尽力した
ことで、滞納者数減少に繋がり、有効性の評価が４
となっている。しかし、滞納解消困難案件の数が増
加していることから、各種調査や滞納処分に関する
事務の質及び量は増加している。

現状維持

指定管理

109,690 117,325

3,136

2 8,673 106,964 115,639

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：全体の滞納者数は減少しているが、課税年
度内に完納できずに新たに滞納者に転ずる人の数は
増加しているため、現年度の滞納処分に力を入れて
いきたい。

7,076

意図

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

財政基盤の構築

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 03-02計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業
番号

根拠
法令
等 地方税法、地方税法施行令、高齢者の医療の確保に関する法律、

東京都都税条例、東久留米市税条例
113,099

市 税 等 調
定件数

市 税 等 督
促 状 発 付
数

市 税 等 収
納 率 （ 現
年度分）

市税納税義務者
後期高齢者医療保険料納付義
務者

①督促状の発付
②過誤納金の充当還付
③口座振替の受付及び促進
④シルバー人材センターを活
用した未納者に対する電話催
告業務

①市税及び後期高齢者医療保
険料現年度分の徴収率の増加
②市税、後期高齢者医療保険
料過誤納金の解消

70,590

84,412

122,315

3,101

03-02-01

自主的
納税課
管理係

収納管理事務

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容

該当

東村山市 清瀬市

81,311

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「債権管理条例に基
づく私債権滞納管理
体制強化」

方向性：前年度はコンビニ収納の導入で納付環境が
改善されることから方向性を拡大としたが、28年度
以降に新たな納付方法を（ペイジー、クレジット払
い）導入するか否かは未定であることから現状維持
とする。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

拡大
28年度以降

方向性
現状維持

評価：26年度はコンビニ収納並びに公金統合収納導
入のための一時経費を要したこと、過年度分の多額
の還付金が発生したことにより、トータルコストが
前年と比較し大幅に増加し、その結果、有効性、効
率性は25年度と比較して悪化している。しかし、収
納管理事務の内容は法に基づく義務的な要素が強
く、前述の要因以外では例年並みのコストで事務を
執行しているため、事務の内容を見直すことは無い
ものの、一層の効率化に努めていく。

133,458

60,666 182,981

61,216 145,628

62,86867,454

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

財政基盤の構築

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 03-02計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業
番号

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

30,427 5,144 228 1 5 3

課税課長
小島　信行

□ □ （ 名 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,915 4,704 3

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 名 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 29,492 6,128 27

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 名 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

29,920 1,044 18 1 4 3

課税課長
小島　信行

□ □ （ 名 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29,616 1,045 10

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 名 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 29,262 816 14

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 名 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,473 649 38 2 3 3

課税課長
小島　信行

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,304 559 34

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,388 567 41

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,610 18,985 1 － 4 －

課税課長
小島　信行

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,410 18,690 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 116,015 18,488 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

46,373 78,777

45,155 59,06313,908

32,404

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

17,535 44,749

7月～2月に市内全域の現況調
査を実施し、課税客体の把握
と評価対象物件（登記・未登
記）の家屋調査、評価を実
施。登記済通知書（表示・権
利）による所有権移転等の処
理と異動データ入力。３月末
日で価格決定をし、翌年の５
月に納税通知書を発送した。

03-02-05

課税課
土地資産税係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方税法、市税条例、都市計画税条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

固定資産税・都市
計画税賦課事務
（土地）

要綱等

対象
市内に固定資産（土地）を所
有している者

市 内 に あ
る 固 定 資
産 （ 土
地 ） の 所
有者数

延 べ デ ー
タ 入 力 件
数

課 税 誤 謬
に よ る 修
正件数

手段
・

内容

現況調査を9月～1月に実施。
登記済通知書（表示・権利）
によるデータ入力3月末日で
価格決定。翌年5月1日に納税
通知書を発送した。

03-02-06

課税課
家屋資産税係

根拠
法令
等

補助
事業

固定資産税・都市
計画税賦課事務
（家屋）

給付
事業

西東京市

62,284

有効性 効率性

評価：年間を通じて、ほぼ適正な課税がなされているが、
平成24年1月に実施したシステム入れ替えに伴う開発事業者
による設定誤りが、26年度に判明し、課税誤謬件数が増加
した。成果向上のために、現況調査を徹底しチェック体制
を整備し、適正な評価を行っていく。課税データの異動に
ついても、登記済通知書に基づき正確なデータ入力を徹底
していく。なお、有効性においては、「誤り」の件数とい
う特殊な成果指標のため、1から5の値を逆に読み替えてい
る。一部の業務にアナログ処理のものが残存しているの
で、電算化による効率化の余地があるか検討していく。

17,535

32,404

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

13,908

方向性：
現状維持。課税誤謬を減少させるよう適正な課税事
務の執行に努める。

その他（　　　　　　　  ）

7,939 37,647 45,586

有効性 効率性 達成度

□ 該当 延 べ デ ー
タ 入 力 件
数 （ 新 増
築 、 滅 失
分）

課 税 誤 謬
に よ る 修
正件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：年間を通じてほぼ適正な課税がなされているが、
前年度に比べて課税誤謬の件数が増えてしまった。成果
向上のために、現況調査の徹底による課税客体の捕捉に
努め課税・滅失漏れ、課税誤謬等が生じないようにし、
適正な評価を行っていく。課税データの異動について
も、登記済通知書に基づき正確なデータ入力を徹底して
いく。
　なお、有効性においては、「誤り」の件数という特殊
な成果指標のため、1から5の値を逆に読み替えている。

市内に固定資産（家屋）を所
有している者

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

9,125

7,939

□ 該当

9,125

東村山市

自主的

清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：
現状維持。課税誤謬を減少させるよう適正な課税事
務の執行に努める。

努力義務的

9,362 9,362 37,988 47,350

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

市 内 に あ
る 固 定 資
産 （ 家
屋 ） の 所
有者数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

39,013 48,138

現状維持義務的

対象

地方税法、市税条例、都市計画税条例

要綱等

要綱等

意図

小平市

前年度において

示した方向性

03-02-07

課税課
家屋資産税係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方税法、市税条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

固定資産税賦課事
務（償却）

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市

1,520

東村山市 清瀬市

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
市内に固定資産（償却資産）
を所有している者

市 内 に あ
る 固 定 資
産 （ 償 却
資 産 ） の
所有者数

延 べ デ ー
タ 入 力 件
数

修 正 申
告 ・ 課 税
誤 謬 に よ
る 修 正 件
数

手段
・

内容

11月に次年度用の申告用紙を
送付。提出された申告書内容
に基づき、全資産、増加資
産、減少資産分等のパンチ
データを作成し、電算処理を
行った。３月末日で価格決定
をし、翌年の５月に納税通知
書を発送した。

1,710 6,274 7,984

有効性 効率性

評価：年間を通じて、ほぼ適正な課税がなされてい
る状況である。さらなる成果向上のために新規課税
客体の捕捉に努め、課税誤謬等が生じないように
し、適正な評価を行っていく。
 なお、有効性においては、「誤り」の件数という
特殊な成果指標のため、1から5の値を逆に読み替え
ている。

1,710

意図
地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

1,520 6,810 8,330

方向性：
現状維持。課税誤謬を減少させるよう適正な課税事
務の執行に努める。

2,715 8,365 11,080

現状維持

達成度

方向性：
現状維持。課税誤謬を減少させるよう適正な課税事
務の執行に努める。

努力義務的

有効性 効率性

2,709 8,145 10,854

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

４ 月 １ 日
現 在 の 住
民 基 本 台
帳 登 録 者
数 及 び 住
民 登 録 外
の対象者

行政補完的(改正実施年度　　年度)

清瀬市

義務的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,498 1,498 6,793 8,291

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□ 該当
４ 月 １ 日
現 在 の 市
内 に 定 置
場 の あ る
軽 自 動 車
等 の 賦 課
件数

物 件 異 動
の 課 税 誤
謬 に よ る
修正件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：毎年の業務点検等により適正な課税に努め
る。また、事務効率化の観点から、平成２４年１月
の新システム導入と同時に開始したアウトソーシン
グ（納付書作成・封入作業等）を活用したことによ
り、時間外勤務の縮減等一定の成果が得られたこと
から、今後も活用し、一層の効率化に努めていく。
　なお、有効性においては、「誤り」の件数という
特殊な成果指標のため、1から5の値を逆に読み替え
ている。

2,715

地方税法、市税条例
2,371 2,371 8,072 10,443

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

2,709

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

随時提出される軽自動車税申
告書等を精査し、４月１日現
在の所有者を確定する。その
後、軽自動車等のそれぞれの
税率に応じて賦課決定を行っ
た。

要綱等

要綱等

意図
地方税法・税条例等に則った
適正な課税をする。

小平市

4月1日現在において、市内に定
置場のある原動機付自転車、軽
自動車、小型特殊自動車及び２
輪の小型自動車を所有する個人
及び法人

03-02-08

課税課
市民税係

根拠
法令
等

補助
事業

軽自動車税賦課事
務

給付
事業

□

対象

東村山市

自主的

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

財政基盤の構築

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 03-02計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業
番号

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4 124,481,454 1,068 2 3 3

課税課長
小島　信行

□ □ （ 社 ） （ 本 ） （ 本 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 131,150,090 1,126

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 社 ） （ 本 ） （ 本 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4 134,082,622 1,157

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 社 ） （ 本 ） （ 本 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

17,297 89,990 2,103 3 5 4

管財課長
久保田　嘉代子

□ □ （ ㎡ ） （ 千 円 ） （ 千 円 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 16,657 564,449 2,086

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ㎡ ） （ 千 円 ） （ 千 円 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 15,786 0 2,216

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ㎡ ） （ 千 円 ） （ 千 円 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5 1,575 5 3 3 3

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 会 計 ） （ 時 間 ） （ 会 計 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5 1,500 5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 会 計 ） （ 時 間 ） （ 会 計 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 7 2,580 7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 会 計 ） （ 時 間 ） （ 会 計 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

64,600,492 15 2,061,731 3 3 3

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 千 円 ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 64,233,254 17 2,136,431

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 千 円 ） （ 回 ） （ 千 円 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 63,503,702 14 2,319,930

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 千 円 ） （ 回 ） （ 千 円 ）

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象 東久留米市の予算

東 久 留 米
市 の 当 初
予算規模

補 正 予 算
編成回数

歳 出 の 支
出 す べ き
額 を 精 査
し た 後 の
不 用 額 の
総額

手段
・

内容

予算の執行計画及び管理を行
う。

9 4,403 4,412

有効性 効率性

評価：有効性については、現在出納整理期間中のた
め不要額が算出できず、評価できない状況である。
効率性については、補正予算編成回数の減に伴い人
件費で減少があるものの、昨年度と比べトータルコ
ストは大きく減少しなかったため３となっている。

9

9

50

9

意図 予算を適正に執行する。

50

03-02-12

財政課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方自治法第215条、地方自治法第220条

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

予算管理事務

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,563 4,572

4,443 4,493

方向性：予算管理事務は地方自治法で規定されてい
る事務であり、補正予算の編成回数等も任意に決定
できないため必ず行う必要がある。

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

地方自治法第211条
378 378 6,421 6,799

有効性 効率性 達成度

□ 該当
予 算 編 成
を す る こ
と が で き
た会計数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：有効性については、全会計当初予算を組むこ
とができたが、昨年と同様の結果のため３となって
いる。効率性については、印刷製本費等で減少が
あったものの、人件費の増加によりトータルコスト
は増加となったが、昨年度と比べ大きな増加ではな
かったため３となった。

427

現状維持

指定管理

現状維持

03-02-11

財政課
根拠
法令
等

補助
事業

予算編成事務
給付
事業

□

努力義務的

対象
東久留米市の各会計予算(翌
年度予算)

一 般 会 計
の ほ か 、
各 特 別 会
計

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

地方財政計画などを参考に歳
入予測を立てながらそれに見
合った歳出予算の編成を行
う。要綱等

要綱等

意図
予算編成方針に基づいた予算
を編成する。

小平市 東村山市

義務的自主的

1,231 10,614 11,845

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：予算編成事務は地方自治法第211条に定め
られている通り、市の運営に欠かせない事務であ
る。現在は、個別査定方式で編成作業を行っている
が、予算編成方針や各年度の状況により仕組みは変
更する可能性があるものの、予算編成事務自体は必
ず行う必要があるため現状維持としている。

該当

427

その他（　　　　　　　  ）

1,231

6,338 6,765

予 算 編 成
従事時間3
人 *5 ヶ 月
*21日*5時
間

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「普通財産の有効活
用」

方向性：今ある多くの狭小地について売却あるいは
有効活用等について検討を行う。

前年度において

示した方向性

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

自主的

小平市

03-02-10

管財課
管財係

普通財産管理事業
給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

該当

2,103

2,086

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

52,742

43,497

15,25335,403

根拠
法令
等 地方自治法、東久留米市公有財産規則

8,556

所 有 土 地
面積

売却金額

所 有 地 ・
建 物 の 有
効 利 用
（ 売 却 及
び 貸 付 使
用料）

市所有土地・建物

土地の賃貸借契約及び維持管
理

財産としての有効活用

37,489

28,950

10,659

2,216

義務的 努力義務的

14,547

14,449 25,108

26,734

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

説明欄：公有財産（土地）の未使用地について、そ
の実態把握に努めるとともに、売却あるいは有効活
用等について検討を行う。
　平成２６年度においては、主なものとして旧資源
選別場跡地（売却額83,500,000円）の売却を行っ
た。
　本事業は、普通財産貸付使用料により財源充当
（充当額2,103,400円）されている。

03-02-09

課税課
市民税係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方税法、市税条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
市内の小売販売業者へ製造た
ばこを売り渡す製造者、特定
販売業者及び卸販売業者

市 内 の 小
売 販 売 業
者 へ の 製
造 た ば こ
を 売 り 渡
す 製 造
者 、 特 定
販 売 業 者
及 び 卸 販
売業者数

製 造 た ば
こ の 売 り
渡し本数

市 民 一 人
あ た り の
消費本数

手段
・

内容

売り渡した月の翌月末日まで
に提出される市たばこ税申告
書を精査し、申告納税額の調
定を行った。

8,072 8,072

有効性 効率性

評価：増税の流れや健康志向が深まる中で、税収増
を望むことは困難な状況であるが、これまで同様に
適正な事務執行に努めていく。また、電子申告の対
象税目となれば研究していく。

0

前年度において

示した方向性

8,365 8,365

市たばこ税の申告
納税事務

要綱等

0

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
地方税法・税条例等に則った
適正な税額を決定する。

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 8,145 8,145

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：
現状維持。適正な課税事務の執行に努める。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

財政基盤の構築

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 03-02計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業
番号

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

152 1,056 6 3 3 3

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ 時 間 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 167 1,000 6

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 枚 ） （ 時 間 ） （ 時 間 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 150 960 6

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ 時 間 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

59 150 100 3 3 3

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 部 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 66 150 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 部 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 66 150 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 部 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

66 26 0 － 4 －

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 費 目 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 65 25 11

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 費 目 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 63 23 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 費 目 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

126 534 100 3 3 3

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 115 510 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 枚 ） （ 時 間 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 63 480 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ ％ ）

意図
当該年度の交付税算定が正確
に行われるようにする。

交 付 税 検
査(隔年実
施)におけ
る 錯 誤 措
置件数

前年度において

示した方向性

19 2,155 2,174

財政事情事務

要綱等

19

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

東久留米市の各期における財
政状況を東京都に報告する。
また、総合交付金については
対象事業を東京都へ報告す
る。小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

13

達成度

対象 財政事情調査表

財 政 事 情
調 査 様 式
の枚数
※ 平 成 24
年度は4月
ヒ ア リ ン
グ 時 に 暫
定 予 算 を
執 行 し て
い た た
め 、 調 査
様 式 の 枚
数 が 少 な
い。

財 政 事 情
調 査 表 、
総 合 交 付
金 申 請 書
類 の 作
成 ・ 分 析
時間
【 26 年
度】
・4月分＝
1日3時間
×3日×の
べ6人
・10月、1
月分＝1日
5時間×16
日 × 報 告
回数2回×
のべ3人

正 確 に 作
成 さ れ た
財 政 事 情
調 査 様 式
の数/調査
枚数

手段
・

内容

東京都から送付された市財政
に関する調査表(予算額、決
算見込等)を作成し、調査表
の内容について、4月・10
月・1月にヒアリングが実施
される。また、ヒアリングと
ともに市町村総合交付金の要
望も行う。

23 2,177 2,200

有効性 効率性

評価：有効性については、東京都から指定された調
査表を作成し提出したが、 昨年も同様の達成率で
あったため３となった。効率性については、提出書
類の増加から消耗品費や人件費の増加があったが、
昨年度と比べトータルコストが大きく増加しなかっ
たため３となった。

23

13 1,975 1,988

方向性：年３回の東京都への財政状況報告及び総合
交付金要望のために実施する事務であり、指定され
た調査表を作成し、東京都へ報告を行うことが主な
内容となる。報告様式は東京都の指定となってお
り、任意に変更することができないため現状維持と
している。

03-02-16

財政課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東京都市町村総合交付金交付要綱

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

03-02-15

財政課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

地方交付税算定事
務

給付
事業

□

政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

小平市 東村山市

自主的

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

14

21 1,817 1,838

現状維持

達成度

該当

東 京 都 へ
の 数 値 報
告回数

対象

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

交付税基礎数値調査表

その他（　　　　　　　  ）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価： 効率性については、交付税検査の未実施に
伴い、その対応にかかる人件費が減少したため４と
なった。

21

地方交付税法第5条ほか
17 17 1,529 1,546

□ 手段
・

内容

東京都から送付される交付税
基礎数値に関する調査表を作
成し東京都へ報告する。4月
～5月にかけてはヒアリング
が実施される。

該当

要綱等

小平市

1,616

方向性：各種項目について、東京都から送付される
調査表を調製し回答する業務である。調査対象とな
る項目は、国が定めており、市町村が調査項目を変
更することはできないため、方向性を拡大、縮小と
する余地はなく現状維持としている。

努力義務的

有効性 効率性

14 1,543 1,557

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

交 付 税 算
定 に 用 い
ら れ る 費
目の数

行政補完的(改正実施年度　　年度)

1,616 2,155 3,771

方向性：：地方自治法第233条では決算を議会の認
定に付するにあたっては、主要な施策の成果を説明
する書類を合わせて提出することとされているため
現状維持としている。指定管理

2,098 4,565

西東京市

03-02-13

財政課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

決算統計事務
給付
事業

□

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
議会、各課、市民

配 布 先 数
(議案資料
と し て の
総 務 課 へ
の 提 出 部
数）

作成部数
実 配 布 部
数 ／ 配 布
先数

手段
・

内容

「主要施策の成果説明書・財
政指数表」を作成し配付及び
販売を行う。

1,600 2,079 3,679

有効性 効率性

評価：有効性については、当初予定していたとおり
事業を行うことはできたが、昨年も同様の達成率の
ため３となっている。効率性については、作業事務
の見直しによる人件費の減少等はあるものの、昨年
度と比べトータルコストが大きく減少しなかったた
め３となった。

1,600

前年度において

示した方向性

03-02-14

財政課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方自治法第233条

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

決算資料作成事務

要綱等

給付
事業

□

意図
決算状況をより詳細に把握
し、理解してもらう。

東村山市 清瀬市

その他（　　　　　　　  ）

2,467 2,467

意図

小平市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：国が実施する地方財政状況調査に基づき、
その作成要領に沿って必ず作成する必要があるため
現状維持としている。

努力義務的

10 10 3,949 3,959

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

決 算 統 計
調 査 表 枚
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

4,225 4,236

現状維持

11

東村山市

自主的

清瀬市

21 4,305 4,326

有効性 効率性 達成度

□ 該当

決 算 統 計
調 査 表 の
作 成 ・ 分
析 時 間
（ 従 事 職
員 数 × 従
事 時 間
数）。(26
年度：1日
8時間×22
日×6人)

正 確 な 決
算 統 計 調
査 表 の 完
成 ま で の
所 要 時 間
÷ 全 調 査
表枚数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：有効性については、昨年同様の結果のため３
となっている。効率性については、職員数の増加に
より作成に要する日数は減り一人当たりの負担は軽
減したものの、結果として人件費は増加したため３
となった。

決算統計調査表

決算分析の対象データが市の
財政状況の分析・把握につな
がり、また、正確な調査表を
調製することにより、財政健
全化を図る指標となる。

11

21
決算結果を国の統一基準であ
る普通会計に置換分析する。
分析に用いるデータは財務会
計システムより抽出し、その
データをもとに全国統一様式
の各種調査表を作成する。財
政課職員で約１ヶ月を要す
る。東京都の検収を経て国へ
の報告に至る。

対象

該当

地方自治法第252条の17の5第2項・3項、地方財政法第30条の2

要綱等

要綱等

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 03

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

財政基盤の構築

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 03-02計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 行財政改革の推進

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業
番号

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

53 ①30 ②11 20.8 2 3 3

管財課長
久保田　嘉代子

□ □ （ 件 数 ） （ 件 数 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 53 ①34 ②12 22.6

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 数 ） （ 件 数 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 55 ①27 ②16 29.1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 件 数 ） （ 件 数 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5 12 100 3 2 3

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 8 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5 11 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7 0 0 － － －

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 7 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 7 0 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

3 31 6 3 5 4

企画調整課主幹
土屋　健治

□ □ （ 団 体 ） （ 回 ） （ 団 体 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3 54 6

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 団 体 ） （ 回 ） （ 団 体 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4 71 7

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 団 体 ） （ 回 ） （ 団 体 ）

119 8,883

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

財政健全経営計画実行
プラン個別項目
「上の原地区における
新たな企業等誘導」達成度

対象
進出希望企業、地権者(ＵＲ
都市機構、財務省関東財務
局)

調 査 検 討
組 織 、 地
権 者 等 の
数

新 た な 企
業 等 誘 導
連 絡 会 の
開 催 、 地
権 者 と の
調 整 、 企
業 等 へ の
訪 問 （ 来
庁 ） に よ
る ヒ ア リ
ン グ の 回
数

一 定 の 立
地 意 向 の
確 認 が と
れ た 企 業
等の数

手段
・

内容

上の原地区を対象に、新たな
企業等を誘導するための市の
構想を策定するとともに、庁
内検討組織の運営、地権者と
の調整、企業等へのＰＲ、及
び関係構築を進める活動に取
り組む。

115 2,936 3,051

有効性 効率性

評価：
 前年度より引き続き土地所有者、企業等との調整
を継続して実施するとともに、地区の土地利用の方
向性を示す「上の原土地利用構想」を策定し、地区
内土地利用転換のイメージを具体化して市民等に示
すことも行った。

115

前年度において

示した方向性

9,002

方向性：
　今後も土地所有者および企業等との調整を継続し
ていくとともに、庁内で連携し都市計画変更手続等
の具体的な土地利用転換手続を行う。

5,029 5,924 10,953

03-02-20

企画調整課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

上の原地区活性化方針

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

上の原地区企業等
誘導事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

まちの活性化を図るととも
に、安定した税収を確保する
こと。

小平市 東村山市 清瀬市

119

03-02-18

財政課
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

地方債管理事務
給付
事業

□

対象

小平市

努力義務的

東村山市

自主的

159

5,029

0 0

03-02-19

総務課
庶務担当

根拠
法令
等

補助
事業

特別職報酬等審議
会事務

給付
事業

□

その他（　　　　　　　  ）

□ 該当

審 議 会 の
開催数

報 酬 の 見
直し回数

0

東久留米市特別職報酬等審議会条例

清瀬市

該当

0 0

西東京市

金 額 を 定
め て い る
特 別 職 の
種 数 （ 市
長 ・ 副 市
長 ・ 議
長 ・ 副 議
長 ・ 常 任
委 員 長 ・
議 会 運 営
委 員 長 ・
議員）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

159 1,604 1,763

西東京市

意図

国の地方債計画に基づいて適
正な事業区分及びより有利な
条件での借入を行う。また、
過年度に借り入れている地方
債については適正な償還事務
を行う。その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

現状維持

方向性：
　市長が諮問を行う場合、審議会を開催する。

有効性 効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
　市の財政状況、社会経済情勢、人事院勧告等に基
づき、市長の諮問によって行う審議会事務である。
　達成度については、実施されていないため。

0 0 0

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

地方自治法第230条、地方財政法第5条
176 176

該当

起債についての協議・届出及
び資金の借入先への借入申請
を行う。また、起債管理シス
テムにより元利償還金の管理
を行い、定期的に地方債の償
還を行う。

要綱等

要綱等

地方債申請先及び借入先

申 請 先 ・
借 入 先 件
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

□ 該当

申 請 ・ 借
入件数

申 請 ・ 借
入対応率

清瀬市

159

159

1,394 1,553

現状維持

方向性：地方交付税の振り替わり措置であり、一般
財源の補てんとして発行可能である臨時財政対策債
や、普通建設事業に対する資金として調達する事業
債の発行は、今後も継続せざるを得ないことから現
状維持としている。

有効性 効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：有効性については、借入を予定していた地方
債は滞りなく申請・借入を行ったが、昨年度も同様
の達成率であったため３となっている。効率性につ
いては、申請件数の増加に伴い、消耗品費や時間外
が増加したため２となった。
　

1,468 1,644

入札・契約

要綱等

要綱等

意図

自主的
前年度において

示した方向性

251

206 206 24,671 24,877

03-02-17

管財課
契約係

根拠
法令
等

補助
事業

入札・契約事務
給付
事業

小平市 東村山市

工 事 に 係
る
（ 希 望 制
指 名 競 争
入 札 件 数
＋ 条 件 付
き 一 般 競
争 入 札 件
数）
÷ 入 札 件
数

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

義務的

清瀬市 西東京市 その他（都内全区市町村）

□

地方自治法、地方自治法施行令、東久留米市契約事務規則

□ 該当

工 事 に 係
る
① 指 名 競
争 入 札 件
数
② 希 望 制
指 名 競 争
入 札 件 数
＋ 条 件 付
き 一 般 競
争 入 札 件
数

努力義務的

対象

28年度以降
方向性

現状維持

手段
・

内容

該当

261

契約事務・入札方法等の改善
による入札の公平性・公正
性・競争性を高めた入札制度
の確立。 251 24,997 25,248

方向性：発注課から依頼される工事の規模と件数は
毎年異なるため、指標の数値は管財課での事務改善
を直接に表わすものとはならないが、今後とも入
札・契約制度については、公平性・公正性・透明性
の向上を目指すと共に、事務量の削減を図るため、
継続して改善に取り組んでいく。

入札参加者の選定及び競争入
札の実施。１９年度から予定
価格３千万円以上の工事を希
望制指名競争入札として電子
入札を導入し、２４年度から
は原則として全件を電子入札
としている。２５年度からは
一般競争入札の対象工事を１
億５千万円以上とした。

評価：１３年度に入札制度検討部会から報告された
「入札・契約制度の改善について（報告）」に基づ
き、予定価格３千万円以上の工事は事業者を公募す
る希望制指名競争入札とし、電子入札を導入した。
また、２４年度からは工事・委託・物品・印刷の全
案件を電子入札の対象とし、さらに２５年度からは
条件付き一般競争入札の対象工事を５億円以上から
１億５千万円以上に引き下げた。261

有効性 効率性 達成度

25,567 25,828

入 札 件 数
（工事）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持

適正な特別職の報酬等につい
て審議する。

要綱等

要綱等

意図
特別職の報酬等の適正化を図
る。

小平市

義務的

対象 特別職

東村山市

自主的 努力義務的

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


